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第6期科学技術基本計画に
向けた提言（案）

参考資料集

参考資料１
科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会
第10期ナノテクノロジー・材料科学技術委員会

（第5回）



ナノテク・材料科学技術分野に対する社会的要請の例（１）

2【出典】第10期ナノテクロノジー・科学技術委員会（第4回）資料1-4 ＣＲＤＳ 中山智弘氏作成資料より
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ナノテク・材料科学技術分野に対する社会的要請の例（２）

【出典】第10期ナノテクロノジー・科学技術委員会（第4回）資料1-4 ＣＲＤＳ 中山智弘氏作成資料より
（2018.2.16ナノテクノロジー総合シンポジウム岸輝雄外務大臣科学技術顧問資料をCRDSが改変）



我が国の「工業素材」の輸出総額に占める割合は自動車と並んで20％を越えている。また、約
30年間の輸出品目の変化を見ても、部素材が常に一定の割合を占めている。

我が国の輸出における産業分野の割合
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【出典】日本貿易会「日本貿易の現状と課題」より抜粋、参事官
（ナノテクノロジー・物質・材料担当）付にて一部付記
http://www.jftc.or.jp/kids/kids_news/japan/item.html

輸出上位１０品目の移り変わり

出典：財務省 貿易統計（概況品）

【出典】ナノテクノロジー・材料分野の研究開発戦略検討作業部会 （第3回）
資料1より参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当）付にて抜粋・一部付記

輸出総額に占める概況品各分野の比率



我が国の部素材産業は、主要な輸出品目であるだけでなく、世界市場において高いシェアを有
する。日系企業が世界シェアの過半数以上を占める製品のうち、8割近くが部素材である。

我が国の部素材産業の世界シェア
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世界市場規模（円）

日系企業シェア（％）

【参考】全バルーンのうちシェアが60％以上のバルーンの割合
日本：30.2％、アメリカ：19.8%、欧州：8.9%、中国：13.8%

日系企業が生み出した主要先端製品・部材
の世界市場規模及び世界シェア（2016 年）

【出典】経済産業省『2019年版ものづくり白書』第2章第2節より抜粋、参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当）付において一部付記

シェア60％以上に含まれる製品群の内訳



世界市場において素材分野はシェアを維持している。

主な産業の世界シェア推移
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2012年～2016年カテゴリ別市場規模及び日系シェア推移
（3兆円以上30兆円未満：2016年市場規模）

【出典】国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）『平成29年度成果報告書 日系企業のモノとサービス・ソフトウェアの国
際競争ポジションに関する情報収集 情報収集項目(1)「モノを中心とした情報収集と評価」（委託先 株式会社富士キメラ総研）より



材料が社会的・経済的なインパクトをもたらした例
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【出典】JST研究開発戦略センター『研究開発の俯瞰報告書ナノテクノロジー・材料分野（2019）』より抜粋、
参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当）付にて一部改変



我が国の自然科学分野でのノーベル賞
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受賞年 氏名（受賞時年齢） 部門 対象研究

1949 湯川 秀樹 (42) 物理学賞 核力の理論的研究に基づく中間子の存在の予想

1965 朝永 振一郎 (59） 物理学賞 量子電磁力学の分野における基礎研究と素粒子物理学についての深い結論

1973 江崎 玲於奈 (48) 物理学賞 半導体内および超伝導体内の各々におけるトンネル効果の実験的発見

1981 福井 謙一 (63) 化学賞 化学反応過程の理論的研究

1987 利根川 進 (48) 生理学・医学賞 抗体の多様性に関する遺伝的原理の発見

2000 白川 英樹 (64) 化学賞 導電性高分子の発見と発展

2001 野依 良治 (63) 化学賞 キラル触媒による不斉反応の研究

2002 小柴 昌俊 (76) 物理学賞 天文物理学、特に宇宙ニュートリノの検出に対するパイオニア的貢献

2002 田中 耕一 (43) 化学賞 生体高分子の同定および構造解析のための手法の開発

2008 南部 陽一郎 (87) 物理学賞 素粒子物理学における自発的対称性の破れの発見

2008 小林 誠 (64) 物理学賞
小林・益川理論とCP対称性の破れの起源の発見による素粒子物理学への貢献2008 益川 敏英 (68) 物理学賞

2008 下村 脩 (80) 化学賞 緑色蛍光タンパク質（GFP）の発見と生命科学への貢献
2010 根岸 英一 (75) 化学賞

有機合成におけるパラジウム触媒クロスカップリング反応の開発2010 鈴木 章 (80) 化学賞

2012 山中 伸弥 (50) 生理学・医学賞 成熟細胞が、初期化され多能性を獲得し得ることの発見

2014 赤﨑 勇 (85) 物理学賞

明るく省エネルギーの白色光源を可能にした効率的な青色発光ダイオードの発明2014 天野 浩 (54) 物理学賞

2014 中村 修二 (60) 物理学賞

2015 大村 智 (80) 生理学・医学賞 線虫の寄生によって生じる感染症に対する画期的治療法の発見

2015 梶田 隆章 (56) 物理学賞 ニュートリノが質量を持つことの証拠であるニュートリノ振動の発見

2016 大隅 良典 (71) 生理学・医学賞 オートファジー（自食作用）のメカニズムの解明

2018 本庶 佑 (76) 生理学・医学賞 負の免疫制御の抑制によるがん治療の発見

2019 吉野 彰（72） 化学賞 リチウムイオン電池の開発

自然科学分野ではこれまでに24人受賞しているが、そのうちのほぼ半数は材料・ナノテク関連分野であ
る。

【出典】参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当）付にて作成



我が国の分野別論文数割合を見ると、6.2%を材料科学、さらに化学と物理学を合わせると
32％を占めている。

分野別に見た論文数の割合
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分野別論文数割合の推移

全世界 アメリカ中国日本

【出典】NISTEP『科学技術指標２０１９』より



科研費の特別推進研究におけるナノテク・材料に関連する採択課題の集計結果は以下の通り
※科研費の研究課題からCRDS 中山智弘氏がナノテク・材料関連課題として抜粋

科研費におけるナノテク・材料関連研究について（１）

10

36%

50%

29% 31%

42%

50%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

H26 H27 H28 H29 H30 H31

科研費の特別推進研究における新規採択課題のうちナノテク・材料関連が占める割合

※国際的に高い評価を得ている研究であって、各段に優れた研究成果をもたらす可能性のある研究（期間3~5年、１課題5億円程度を目安
とするが、制限は設けない）
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【出典】第10期ナノテクロノジー・科学技術委員会（第4回）資料1-4 ＣＲＤＳ 中山智弘氏作成資料より、参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当）付において編集



科研費におけるナノテク・材料関連研究について（２）
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科研費の基盤研究（Ａ、Ｂ、Ｃ）においてナノテク・材料が
関係すると考えられる採択課題が全体に占める割合

• １人又は複数の研究者が共同して行う独創的・先駆的な研究。規模:A（5千万～2千万円）、B（2千
万円～500万円）、C（500万円以下）

• H30,H31については、科研費における審査区分の「物性物理学およびその関連分野」、「材料力学
、生産工学、設計工学およびその関連分野」、「材料工学およびその関連分野」、「化学工学および
その関連分野」、「ナノマイクロ科学およびその関連分野」、「応用物理物性およびその関連分野」、
「応用物理工学および化学分野」から機械的に集計。

【出典】参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当）付において科学研究費助成事業データベースよりナノテク・材料に関連する採択区分を抽出し作成
（抽出日：2019年10月15日）
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科研費の基盤研究（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ）におけるナノテク・材料に関係すると考えられる採択課題の集計結果
は以下の通り

・１人又は複数の研究者が共同して行う独創的・先駆的な研究。
規模:基盤 S（2億～５千万円）
・「固体」、「凝固」、「磁石」、「電子化物」、「スピン」、「CMOS」、「エネルギー変
換」、「ナノ構造体」、「イオン導電体」、「金属」、「反応」、「化学」、「分子」、「ト
ポロジカル相」、「強相関電子系」、「熱光発電」、「エレクトロニクス」、「有機半
導体」、「原子間力」、「量子ドット」、「界面」、「計測」、「トンネル顕微鏡」、「光」
、「材料」、「触媒」、「電池」、「超電導」、「センサ」、「結晶」、「imaging」、「電子
相」、「合成」、「スピン」、「チタン」、「電磁波吸収体」、「メタマテリアル」、「物性
」、「磁束回路」、「電気工学」、「量子ホール」、「ヘテロ接合」、「物性」、「凝縮
相」、「ナノ」、「レーザー」、「デバイス」のキーワードが採択課題名に含まれる
研究課題を機械的に集計。
※上記以外にもナノテク・材料に関係する研究課題があると考えられる

科研費の基盤研究（S）においてナノテク・材料が関
係すると考えられる採択課題が全体に占める割合
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ナノテク・材料に関連する文部科学省戦略目標設定の変遷は以下の通り
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ＪＳＴ戦略的創造研究推進事業（CREST）における
ナノテク・材料関連研究の動向

文部科学省における戦略目標の変遷（ナノテク・材料関連）

分子技術

【出典】第10期ナノテクロノジー・科学技術委員会（第4回）資料1-4 ＣＲＤＳ 中山智弘氏作成
資料より抜粋、参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当）付において一部改変

元素戦略

情報デバイス
空間空隙



基本計画において、第2期及び第3期では「ナノテク・材料」が重点分野として位置づけられ、第4
期では横断的な基盤技術の一つとして位置づけられている。第5期においては、ナノテクノロジー・
素材が超スマート社会を支える「重要な基盤技術」として位置づけられている。

我が国のナノテク・材料科学分野への投資
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第1期
1996～2000年度

第2期
2001～2005年度

第3期
2006～2010年度

第4期
2011～2015年度

第5期
2016年～2020年

・産業競争力の強化に向けた

共通基盤としての先端材料
や部材
・社会的課題解決に必要な横断的な

基盤技術としてのナノテク

重点分野としてのナノテク・材料
※第２期と第３期ではライフ、情報、環境と共に重点４分野のひとつ
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ナノテク・材料科学分野の研究開発費（官民合計）
（億円）

第２期 第３期 第４期

※【出典】JST-CRDS『研究開発の俯瞰報告書ナノテクノロジー・材料分野（２０１９年）（概要）』より
（総務省『科学技術研究調査』をもとにCRDSが作成）

（※）
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出典：経済産業省 大学ファクトブック2019 国立大学をもとに参事官（ナノテクノロジー・物質・
材料担当）付において作成
https://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/kokuritsu_daigaku.pdf

東北大学
スピントロニクスを中心とする材料科学研究

名古屋大学
GaNパワーデバイス

室蘭工業大学
レア・アース材料開発

名古屋工業大学
窒化物ｰ結晶成長・デバイスプロ

セス・回路技術

山形大学
有機材料

九州工業大学
材料・デバイス融合

東京工業大学
材料分野全般ｰIGZO薄膜トランジスタ技術、パワー半導体技術、LiB

固体電解質技術など

新潟大学
ナノテクノロジー・材料

信州大学
ナノカーボン・エネルギー複合材

料繊維・ファイバー

熊本大学
マグネシウム合金、触媒、有

機薄膜

富山大学
材料工学

京都工芸繊維大学
高分子・繊維材料

金沢大学
複合材料島根大学

金属材料

鳥取大学
高機能キチンナノファイバー

（注）大学ファクトブック「大学の得意分野とその具体例」に“材料”もしくは“具体的な材料名”のキーワードが表記されている大学を選定

「材料」を強みとする主な国立大学
材料を研究開発活動の中核に掲げる主な国立大学は以下の通り。

地域貢献型大学

教育研究型大学

卓越教育研究型大学



我が国の化学、材料科学、物理学分野の論文数はこの10年間で減少しシェアを下げている。
トップ10%論文数でも同様の傾向にある。

化学、材料科学、物理学分野の論文数、Top10％論文数の推移
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2005−2007年（平均） 2015−2017年（平均）

【材料科学】
論文数：3位→5位
Top10％：3位→9位

【物理学】
論文数：3位→4位
Top10％：3位→6位

【化学】
論文数：3位→4位
Top10％：3位→6位

【出典】NISTEP『科学研究のベンチマーキング2019-論文分析でみる世界の研究活動の変化と日本の状況-』より抜粋、参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当）付において一部付記



我が国の化学、材料科学、物理学における論文数は他分野と比較して落ち込んでいる。

分野毎の論文数の伸び率
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（注1）PYとは出版年（Publication year）の略である。Article, Reviewを分析対象とした。分数カウント法を用いた。
（注2）論文の被引用数（2018年末の値）が各年各分野（22分野）の上位10％（1％）に入る論文数がTop10％（Top1％）論文数である。Top10％（Top1％）補正論文数とは、
Top10％（Top1％）論文数の抽出後、実数で論文数の1/10(1/100)となるように補正を加えた論文数を指す。
クラリベイト・アナリティクス社 Web of Science XML (SCIE, 2018年末バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。

分数カウント 分数カウント 分数カウント

分野
PY2005-
2007年
(平均値)

PY2015-
2017年
(平均値)

伸
び
率

分野
PY2005-
2007年
(平均値)

PY2015-
2017年
(平均値)

伸
び
率

分野
PY2005-
2007年
(平均値)

PY2015-
2017年
(平均値)

伸
び
率

化学 10,533 9,256 -12% 化学 993 646 -35% 化学 72 64 -11%

材料科学 4,671 3,887 -17% 材料科学 364 232 -36% 材料科学 32 28 -12%

物理学 10,266 7,345 -28% 物理学 750 518 -31% 物理学 64 40 -37%

計算機・数学 2,478 2,417 -2% 計算機・数学 107 127 19% 計算機・数学 8 9 17%

工学 4,663 4,143 -11% 工学 267 204 -24% 工学 18 19 8%

環境・地球科学 2,292 2,731 19% 環境・地球科学 120 165 37% 環境・地球科学 12 14 21%

臨床医学 13,141 16,272 24% 臨床医学 746 1,030 38% 臨床医学 44 63 44%

基礎生命科学 18,443 17,179 -7% 基礎生命科学 1,143 971 -15% 基礎生命科学 106 88 -17%

論文数 Top10％補正論文数 Top1％補正論文数

分数カウント法とは、 1件の論文が、日本の機関Aと米国の機関Bの共著の場合、日本を1/2、米国を1/2と数える方法。論文の生産への貢献度を示している。

【出典】NISTEP『科学技術のベンチマーク２０１９』より抜粋、参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当）付において一部付記
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2020年会議開催の予定数順位
1. 分子生物学(79会議)
2. 生化学(76会議開催)
3. 材料（50会議開催）
4. 病理学(48会議開催)

赤太線＝材料関連会議

（各会議は２年毎に開催のため、発足年が奇数・偶数年で変動する）

【開催年】

【
開
催
会
議
数
】

分野別の開催会議数変化

2020年まで継続開催される会議、並びに
、2019年まで継続開催・新規発足した材
料関連会議(82会議)に対して、2014～
2019年(6年間)の参加者(Discussion 
Leader & Invited Speaker)を国ごと
に分類・集計

材料関連会議の各国参加者

(出典) Gordon Research Conferences（https://www.grc.org/）からJST-プログラム戦略推進戦部で分析・作成

GRCは、サイエンスの分野で歴史と権威があり、広く知られている研究集会の一つで、生物、化学、
物理、工学、およびそれらのインターフェース分野における最新・最先端の研究のプレゼンテーションと
ディスカッションのための国際会議を提供している(2018年：会議開催数=203件)。材料に関連
する会議も多く開催されており、その中で日本人研究者は一定の存在感を示している。

ゴードン会議（Gordon Research Conference : GRC）動向分析

我が国は論文数の
低下が示されている
が、GRCにおける存
在感は高い。



自然科学系の博士課程入学者は減少傾向にある。また、我が国の人口百万人あたりの博士号
取得者は主要国の中で唯一減少傾向にある。

博士号取得者の推移
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【出典】第６８回学術分科会「日本の研究力低下の主な経緯・ 構造的 要因案 参考データ集」より抜粋、
参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当）付において一部付記

博士課程入学者数の推移
（自然科学系4分野）

合計

理学
工学

農学

保健

(人)

人口百万人当たりの博士号取得者数



大学教員の職務活動時間における研究活動の割合は減少傾向にある。理工学分野についても
同じく減少傾向にある。

大学教員の研究時間
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大学等教員の職務活動時間割合の推移

工学分野における大学等教員の職務活動時間割合の推移 理学分野における大学等教員の職務活動時間割合の推移

【出典】『概要「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」について』（令和元年） より抜粋、参事官（ナ

ノテクノロジー・物質・材料担当）付において一部付記



工業製品のライフサイクルは産業種を問わず短縮傾向にある。

工業製品のライフサイクル

20
経済産業省調べ（2015年12月）
【出典】ものづくり白書2016年版第1部第1章3節より

10年前のライフサイクルとの比較
「短くなっている」と回答した企業に
おけるライフサイクルの短縮率



日本企業の科学論文数が減少する中で、大学との共著論文が３分の２を占めている。

大学と企業の共著論文数の推移
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【出典】日刊工業新聞「企業の基礎研究、大学依存度高まる。拭えない懸念」(2018年8月23日)、
文科省 科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2018」からJST-プログラム戦略推進戦部で加工・作成

分野別状況

22%

67%

企業論文の産学連携動向



大学発ベンチャー企業の数は年々増加している。また、物質、材料、デバイス系のベンチャー企業
も年々増加している。

大学発ベンチャー数の推移
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大学発ベンチャー数の推移 業種別ベンチャーの推移

【出典】経済産業省『平成30年度産業技術調査（大学発ベンチャー実態等調査）調査結果概要』より抜粋、
参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当）付において一部付記



日本の論文は、パテントファミリーに引用されている割合が相対的に高い。一方で、日本のパテン
トファミリーが、論文を引用している割合は相対的に低い。

パテントファミリーと論文の引用関係
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2007-2014年(合計値) 1981-2014年(合計値)

整数カウント
(A)論文を引用している
パテントファミリー

(B)パテントファミリー数全体 整数カウント
(A)パテントファミリーに
引用されている論文

(B)論文数全体

順
位
国・地域名 数

(A)におけ
る世界シェ
ア

数

論文を引用している
パテントファミリー数

の割合
(A)/(B)

順
位
国・地域名 数

(A)におけ
る世界シェ
ア

数

パテントファミリー
に引用されている
論文数の割合
(A)/(B)

1 米国 104,121 28.1 385,307 27.0 1 米国 386,655 35.5 7,773,669 5.0

2 日本 44,395 12.0 487,764 9.1 2 日本 80,785 7.4 1,977,900 4.1

3 ドイツ 38,415 10.4 218,430 17.6 3 ドイツ 76,259 7.0 2,021,362 3.8

4 フランス 22,339 6.0 86,402 25.9 4 英国 75,755 7.0 2,014,621 3.8

5 中国 19,235 5.2 118,596 16.2 5 フランス 49,942 4.6 1,473,247 3.4

6 イギリス 18,950 5.1 66,823 28.4 6 中国 42,482 3.9 1,823,178 2.3

7 韓国 14,042 3.8 158,298 8.9 7 カナダ 40,565 3.7 1,123,128 3.6

8 カナダ 11,422 3.1 43,207 26.4 8 イタリア 32,793 3.0 1,021,471 3.2

9 オランダ 10,018 2.7 33,016 30.3 9 オランダ 26,419 2.4 600,059 4.4

10 インド 9,159 2.5 27,139 33.7 10 スイス 22,646 2.1 454,920 5.0

論文を引用しているパテントファミリー数
（上位10か国・地域）

パテントファミリーに引用されている論文数
（上位10か国・地域）

• 日本のパテントファミリーの
中で論文を引用しているも
のの割合は相対的に低い

• パテントファミリーに引用され
ている論文数
→日本は世界第2位

• パテントファミリーに引用され
ている日本の論文数の割合
は相対的に高い

注：論文を引用しているパテントファミリー数についての指標は、日本はパテントファミリーにおける技術分野のバランスにも影響を受ける。
日本の「環境・地球科学」、「臨床医学」、「基礎生命科学」の論文分野では、自国より、米国のパテントファミリーから引用されている割合が多い。米国のパテン
トファミリーから引用されている割合は、それぞれ、56.3％、50.3％、47.3％である。

欧州特許庁のPATSTAT(2018年秋バージョン)、クラリベイト・アナリティクスWeb of Science XML(SCIE, 2018年末バージョン)
クラリベイト・アナリティクス Derwent Innovation Index(2019年2月抽出)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。

【出典】『NISTEP科学技術指標2019』より



諸外国におけるナノテク・材料科学分野の政策動向

24【出典】JST研究開発戦略センター作成


